
3．横浜市の人口構造

１　人口増加の流れ

・人口増加は戸塚，港北，保土ヶ谷に　　横浜市の人

口社会増加率は６大都市で最高となっているが，この

増加人口は一体市内のどのような所へ，どのような形

ちで増えていくのか。全市域へ同じように増えていく

のではなくて，何か特殊な増え方をしていることが，

表1―7,1－8によって導き出せる。本表は昭和30年

から35年までの各区別増加率を表わしたものである。

これによると市街地周辺の農村地域を抱えた港北区が

32.9％,戸塚区が38.3％，そして保土ヶ谷区が48.5％

という，驚ろくほど高い増加率を示している。この傾

向はその後も引きつづいて，昭和37年における増加率

をみでもわかるように，戸塚，港北，保土ヶ谷の各区

が最も高い増加率を示しており，市街地周辺地域の人

口増加はめざましいものがある。

　これに対して，市街地における入口増加は一体どう

なっているのであろうか。西区，中区，磯子区の増加

率はきわめて低い。また，人口の最も多い鶴見区の増

加率は，神奈川区と並んで多くの工業地帯を有し，丘

表1-8　区別人口増加率の推移

表1－7　区別人口増加数および増加割合と現在人口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭和30年～昭和35年)

陵部の住宅地帯にその増加傾向がみられてはいるが，

これとても市街地周辺地帯には及ばず，そろそろ限界

を示しはじめているといえよう。戦時中に一部工場地

帯を形成していた金沢区については，その背後地に住

宅，農村と比較的居住にめぐまれた地域をもってはい

るが，東京から比較的遠いという点もあって，人口の
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増加は，他の周辺地帯にくらべて若干低位にあった。

だが，これらも昭和37年ごろより，南区の一部郊外地

帯とともに，増加傾向をみせはじめている。

・郊外地人月二つの姿　　このように，横浜市におけ

　る人口の増加は，市街地周辺の港北，保土ヶ谷，戸塚

　の各区に，大きくその動きを示している。このことは

　後にものべるように，これらの地域への工場進出と，

　東京都の人口増加に限界がみえはじめ，東京からの転

　入者が，多くの住宅を求めて横浜市に流入してくるこ

　とや，横浜市自体の近代都市化的傾向によって，市街

　地人口の周辺地帯への分散など，いろいろな原因と重

　なりつつ増加する傾向を示しているのである。

　要するに，横浜市においても近代的大都市として，

その中心地域では，人口増加がにぶって，周辺地帯に

急速な増加をみせ，ここを近郊住宅地化するという，

いわゆる郊外化が，その人口増加の分布に特質をみせ

ている。

２　年令別にみた市民

・生産年令人口の増加　　横浜市人口の年令構成につ

いて，昭和30年と35年の国勢調査の結果を示しだのが

表1―9である。15才から34才までの年令層が非常に

多いことは，近代的大都市としての特質を表わしてい

る。前にものべたように，横浜市の人口が大きく増加

しているのは社会増によるものであり，その場合，転

入してくる人々の大部分は青壮年である。なお，年令

別増加率をみると，15才～19才と，30才～34才の増加

率が特に高いことに注目される。前者は労働市場への

生産年令人口の転入，中学校の新規卒業者が就職のた

め多数転入してきた結果である。30才～34才の増加が
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表1－9　年令別人口年次比較

大きいのは，転入による増加もあるが，第２次大戦の

影響を受けた世代と，次の世代との交替を示している

と考えられる。５才～９才は減少しているが，これは

昭和21年～25年のベビー・ブーム時に生まれた層が，

昭和30年には５才～９才の年令層に入っていたが,35

年には10才～14才に移り，ベビー・ブーム時を過ぎて

出生率の低下した時に生まれた子どもたらが５才～９

才の年令層になったからである。６大都市の人口を幼

少年（０才～14才）,青年（15才～24才）,成年（25

才～59才），老年（60才以上）に分類してみると表1

－10のようになる。これでみると横浜市の幼少年の率



表1-10　少年，青年，成年，老年別人口６大都市比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

が比較的高いようであるが，表1―11のように昭和５

年以来の比率を比べてみると，毎回低下し，30年と35

年とでは32.9％から26.6％へと大きく減少している。

他方15才～59才の成年層の割合はだんだんと増加し，

また60才以上の老年層は35年では, 25年にくらべると

0.9％，30年にくらべると0.5％増加している。出生

率の低下，社会増による生産年令人口の増大，老人層

の増加などここに人口の近代的現象が現われている。

生産年令人口の増大は雇用の拡大を必要とし，また人

口老令化はやがて，社会保障や社会福祉の分野での老

人問題のもつ意味を大きくするのである。

表1-11　横浜市人口年令構造の推移

少年，青年，成年，老年別人口区別比較（%）表１ -12

’少年人口は郊外地に　　　区別に年令構成をみたのが

表1―12であるが，これによると，鶴見区で15才～24

才の青少年の率が高いこと，保土ヶ谷区，金沢区，港

北区，戸塚区の最近人口増加のはげしい周辺地区で0

才～14才の子供の率が高いことがわかる。鶴見区は工

業地帯として新規学校卒業者の流入が多いこと，保土

ヶ谷区，金沢区，港北区，戸塚区では，近郊住宅地域

としての特色が現われている。それに対して，中心部

の中区や西区の児童の比率は，最も低い。近代的大都

市では，中心地帯での児童の数は少なくなる。したが

って中心地帯の小学校では，生徒の数が減少している

が，周辺住宅地帯では小学校の生徒があふれ，学校の

不足が叫ばれている。

３　男女別と密度

・男女比率105:100　　男女の性別にみた横浜市の人

口構成には，それほど特色は出ていない。全国的にみ

ると，男子よりも女子の方が多いのであるが，大都市

では男子人口の方が多い。前掲の図1―1にもみられ

るように,横浜市においても常に男子人口の方が多か
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つた。そして今日では，大体女100人につき男105人

である。それは大都市には転入が多く，また男子の方

が移動が多いからである。したがって転入の少ない中

区と磯子区は女子の方が多い。全国的にも20才までは

男子の方が多いが，大都市ではむしろ20才をすぎて非

常に男子が多くなる。女子の方が多くなるのは35才を

すぎてからである。これは横浜市においてもそうであ

って,35才で男女の割合が逆転している。

・１平方粁あたりの人口密度　　つぎに，横浜市の人

口密度は，昭和38年11月１日で１平方キロメートル当

り3,934人であるが，これを６大都市について比較し

てみると，図1-3のとおりである。

　すなわち，横浜市の人口密度ば京都市，神戸市より

ば高いが，東京都，大阪市，名古屋市よりはるかに低

いのである。ただ西区，中区は東京の平均に近い。

　　　　　図1-３　６大都市人口密度（1Km2あたり）

４　世帯の構成　

・夫婦と２人の子供　　人間の社会生活の基礎となり

出発点になるのは，家族であり，また職場や学校から

戻るのも家族であるから，社会生活の基礎ともいうベ

き家族がどのようになっているか，横浜市の今後にと
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表1 -13 区別人口の推移（1世帯当り） (単位　人)

りきわめて重大なことである。この家族の実態を人口

という立場からみる場合に，普通，世帯を手がかりと

して分析する。

　一般に，現代家族の特色は，その成員の数が少ない

とされているが，横浜市のこれを１世帯当りの平均人

員という形でみると，平均４人以下であるから，１組

の夫妻と１人または２人の子供という家族が代表的だ

ということになる。それは表1－13によって知られる

のであって，3人または４人の世帯が40％以上を占め

でいる。

　歴史的傾向からすると，家族人員は近代から現代へ

と進むと減少し，都市化するにつれて少なくなるので

あるが，一方に，都市への転入の増加が，住宅事情な

どと結びついて，世帯人員は必らずしも減少しない。

横浜市の場合も,明治22年以来4.4ないし4.5人であ

つたが（戦時下，昭和15年には4.5人まで増加した）

それが，昭和33年頃から減少しはじめ,36年には4人

を割り，その傾向が現在まで続いている。



　・家族ぐるみの転入増加　　横浜市の最近の人口増加

で気がつくことは，世帯数の増加が比較的大きくなっ

たことである。とくにこれが，最近，社会増の多い港

北区，保土ヶ谷区，戸塚区などにみられる。これらの

地域の最近の社会増が，東京からの転入がかなり多い

ことと，それが住宅事情の解決を目的としてのものが

大部分であることからして当然である。かっての転入

の大部分は独身者であったのが，最近では，既婚者の

家族としての転入が増加してきたといえるだろう。こ

れが，横浜市の平均世帯人員を低下させることになっ

ていると考えられる。しかし，独身者の転入は，まだ

やはり多いのであって，寮のような準世帯でない普通

世帯でも，1人世帯というのが２万近くある。また地

域的にみても，労働力としての転入者の多い鶴見区，

神奈川区，西区では，世帯員数は少ない。そして農業

地域であった港北区，保土ヶ谷区，戸塚区の世帯は大

　きいのである。

4．市民の質的構成とその類型

１　市民の職業

・製造，卸，小売業が半数以上を占めている　　横浜

市のもっている経済的力は，市民がどのような仕事を

しているかということによるところが大きい。どうい

う分野でどういう仕事をしているかを，全体的に示し

ているのが，人口の産業別職業別構成である。

　昭和35年10月１日で，主婦や学生や病人・失業者等

でない人＝就業者は60万４千504人いた。国勢調査時

の総人口137万５千710人のうち,15才以上のいわゆ

る生産年令人口101万702人の60％は就業者として働

いている人たちである。これらの人たちが，どのよう

な産業に働らいているかを，昭和25,30,35年の国勢

調査によって示しだのが，表1―14である。

　昭和35年でみると，最も多いのが製造業の21万４千

660人（構成比35.5％）で，次いで多いのは卸売業，

小売業の12万317人（19.9％）,そしてサービス業の

8万８千457人（14.6％）,運輸通信業の６万１千133人

　（10.1％）,建設業の４万８千310人（8.0％）であ

る。その他はいずれも5％にみたない。その推移をみ

ると，製造業，建設業の構成比は大きくなり，サービ

ス業，農業のそれが減少している。ここにも，最近に

おける工業化の進行がみられるのである。

・勤労者の９割は第2,第３次産業で働らいている

　産業を第１次産業（農・林・漁業）,第２次産業（鉱

・建設・製造業）,第３次産業（卸小売・金融保険・

不動産・運輸通信・電気ガス水道・サービス業・公務）

に分けて，就業者の構成比を全市および区別に昼・夜

間就業人口についてみたのが表1－15である。第2,
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